
会　計　別　事　項　別　決　算　内　容　説　明
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費　　　　　　　目

01款 議会費  

 01項 議会費　　　  

  01目 議会費　　 

249,414,943円

○議会情報提供事業 円

　・市議会だよりを年4回発行(各定例会後)

　　　発行部数　 　 172,800部

　　　印刷製本費　1,729,728円

　・市議会本会議の字幕付き生中継及び録画放映(インターネット)

　　　議会映像配信システムデータ作成委託 円

　　　議会映像配信システム等使用料 円

　　　議会映像配信インターネット回線等通信料 円

　・市議会ホームページにより議会情報と本会議等の会議録を提供

　　　会議録検索システムデータ作成委託 円

　　　会議録検索システム使用料 円

○本会議開催状況

○議案等審議状況

1 2 1

2 2 1 5 1 4

7 8 14 2 4 3 1

6 2 1 2 1 1

17 18 3 1 6 4 1

32 8 36 8 3 17 4 4 2 1 6

○常任委員会･議会運営委員会開催状況 (単位　日、件) 

○市単独事業費補助金

　・政務活動費補助金 円

　　市政に関する調査研究の推進のため、各会派に政務活動費を交付した。

計陳情

12

9

2

90 26 68:24 17

13  

61合    計

会議名

市 長 提 出 議 員 提 出 請 願 陳 情
選

　
挙

合
　
計

予

算

決

算

条

例

人

事

案

件

専

決

処

分

の

承

認

そ

の

他

そ

の

他

採

択

･

趣

旨

採

択

不

採

択

取

下

承

認

審

議

未

了

採

択

･

趣

旨

採

択

不

採

択

取

下

承

認

審

議

未

了

(単位　　件) 

11月定例会

30

  (単位　日、人) 

17 6 14:34

5

4 16

1

14

1 00:38 0 0

 6月定例会 

 9月定例会 

2423

8

5

5

5

23

9

10

付託件数開催日数

5

4

4

11

   9月 6日 ～  9月30日 25 6 20:07 4 16

2,256,801

委 員 会 名

合   計

請願議案開会中

19

9

19:11

決

議

 2月定例会 50  

合　計 121 

15  

計閉会中

 9月定例会

条

例

･

規

則

意

見

書

8

12

2247

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

249,414,943 478,000 248,936,943

4,705,074

会  議  名 会                 期
会期
日数

開会
日数

実時間 質問

(時間:分) 日数 人数

11月定例会   11月22日 ～ 12月 8日 17 6 13:54 4 15

 2月定例会 

 5月臨時会  　5月17日

   2月14日 ～  3月15日

   6月 7日 ～  6月23日

127,050

901,200

194,964

369,432

937,200

7

 5月臨時会 4   

 6月定例会

39  

議会運営委員会

経済建設委員会

福祉教育委員会

総務委員会

1

1

2

(単位　　円) 

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

02款 総務費

 01項 総務管理費

　01目 一般管理費

1,088,423,623円  

○庁舎維持管理事業 円

    庁舎機能の保全及び庁舎内外の秩序を維持するため、施設の保守や管

　理に努めた。修繕については、本庁舎における地下1階内装改修修繕や、

　副市長室改修修繕、あかちゃんのへやの設置に伴う内装等改修修繕など

　を行ったほか、委託業務においては、庁舎管理業務委託、消防用設備等

　保守点検業務委託、エレベーター保守点検業務委託などを実施した。

○公用自動車管理事業 円

　　公用車38台の集中管理(うちカーシェアリング2台)により、車両管理

　体制の充実に努め、経費の削減及び安全性の確保を図った。

　　委託

○市政功労等諸表彰事業 円

    三島市の公益に寄与し、市政の進展に特に功績のあった市民等に対し、

　表彰を行った。

　　　功労表彰者3人、有功表彰者22人、篤行表彰1人･1団体

○ふるさと納税推進事業 円

　　ふるさと納税寄附に対する返礼品の基準を遵守しながら、新たに東レ

　アローズ男子バレーボール部の選手によるスパイクのレシーブ体験など

　84種類の返礼品を選定したほか、新たなポータルサイトとしてG-Callを

　開設するなど地場産品のPRに努め、全国各地から多大なる寄附をいただ

　いた。

　　寄附件数及び金額

○入札・契約

    公共工事等の入札･契約について、より一層の透明性、公平性、競争

　性を確保するため、電子入札システム及び郵便により、入札を実施した。

※うち、制限付き一般競争入札170件

　・プロポーザル方式実施状況

　　事業者から提案書の提出を受け、評価基準に照らして提案書の評価を

　　行い、随意契約を最も適切に履行できると認められる契約候補者を選

　　定する方式で、10件を実施した。

(単位　　円) 

郵便入札(紙入札含む)

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増    減

寄 附 件 数 7,879件

118,356,430

事　業　名 事　業　費

市が所有する中型バスの運転業務
を委託
　委託回数 62回

民間バス会社からバスを借り上げ
て運行
　運行回数 13回

68,191,795 1,020,231,828

17,894,226

129,816,440

(単位　　円) 

259,892,000円

5,932件 1,947件

寄 附 金 額 192,149,500円

14

合　　　計 209

件　数

電子入札 195

共用バス運転業務委託

2,162,174

1,073,907

(単位　　件) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

1,088,423,623

318,490

1,088,267

67,742,500円

区　　　分

事　業　概　要

合　　計

公用バス運行業務委託
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 人事管理費

455,414,907円

○職員の任用状況

　　令和4年4月1日現在の状況は、次のとおりである｡

○平均年齢・平均勤続年数・平均給料

　　市職員の令和5年3月31日現在の平均給料等は、次のとおりである｡

歳 0 カ月 年 6 カ月

歳 5 カ月 年 3 カ月

歳 4 カ月 年 10 カ月

歳 3 カ月 年 4 カ月

○人事評価制度の実施

　　人事管理の基礎として活用するとともに、職員の能力向上と組織内コ

　ミュニケーションの円滑化を目的に人事評価を全職員に実施し、勤勉手

　当に前年度結果を反映した。

○人財育成事業 円

　・職員研修

○安全衛生管理事業 円

　・定期健康診断

　　職員(会計年度任用職員含む)の健康管理と疾病予防を目的に、健康診

　　断を行い、異常が認められた者には所要の診療を受けるよう指導した。

小計

Ａ

10

455,336,122

49.1%

胸部レントゲン検査
30歳･35歳･40歳以上の職員、新規採用職員、
社会福祉施設等勤務職員ほか

石 綿 健 康 診 断 40

985

受診者数

720

正規職員
構成比率

Ａ／Ｃ

738

小計

Ｂ

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
産休育休
代替職員

ﾌﾙﾀｲﾑ
産休育休
代替職員

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
職員

胃部レントゲン検査

64

職員数計

Ｃ=Ａ+Ｂ

322,170

対　　象

16

41

推薦職員ほか

  (単位　　人、円) 

15,887,311

(単位　　人) 

項 目 名

全職員(心電図は35歳以上の職員)、共済組合
と共同実施(会計年度任用職員は市単独実施)

静岡県自治研修所(データサ
イエンス講座Ⅰ)ほか

事 務 職 員 518

新規採用職員
ほか

41

政策法務研修、人事評価制
度評価者研修ほか

16

314

297

人数
(延べ)

1,196

51

1,322

314

320,784

5,662,753

ス ト レ ス チェ ック

1

VDT作業が連続1時間以上の職員ほか

764

技 術 職 員 137

1,502

(単位　　円) 

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

332,268

78,785

平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

常勤職員

階層別研修 12コース

特別研修 　 7コース

週29時間以上勤務する職員

Ｖ Ｄ Ｔ 検 査

1843

ﾌﾙﾀｲﾑ
職員

国・県支出金

主に40歳以上の職員、共済組合と共同実施
(会計年度任用職員は市単独実施)

455,414,907

675 24

(単位　　人) 

新規採用職員研修、2年目･
中級･上級職員研修ほか

16

教 員

717

職 名 平 均 給 料

市 債 そ の 他
決　算　額

石綿含有部材等使用の作業に従事していると
考えられる職員及びその周辺作業に従事のた
め間接的な石綿ばく露を受けた可能性のある
職員

派遣研修  　9コース

勤続9年目程度の
職員ほか

62 38

血液･尿･心電図検査

会計年度任用職員正規職員

再任用
短時間
職員

研　修　名 内　　容対　　象

18

311,440

人 員

合         計

(単位　　人) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○働き方改革推進事業 円

　　｢働き方改革｣を推進するため、職員の勤務時間を適切に管理するとと

　もに、｢スマート市役所｣の実現に向け、デジタル技術の活用による業務

　運用の効率化を図るため、全正規職員にICカードを配付し、デジタル化

　を推進した。また、職員個々のワークライフバランスの実現や業務効率

　化を図るため、時差勤務や在宅勤務制度を引き続き試行実施したほか、

　出生時育児休業等改正が行われた育児休業制度について周知を行った。

○市単独事業費補助金 円

　・通信教育受講補助金 円

　　通信教育修了者に対し、受講料の一部を支援した｡

　　　通信教育　16件

　・自主研究グループ活動補助金 円

　　学校栄養士研究会ほか4グループの自主研究活動に対し支援した。

  03目 文書管理費

12,848,165円

○ファイリングシステムの維持管理事業 円

　　スムーズな文書の検索を確保するための文書管理方法として、ファイ

　リングシステムを導入しており、その定着及び継続を図るため、新規採

　用職員を対象とした研修及び全庁の約3分の1の部署を対象としたファイ

　リングシステムの維持管理実地指導を実施した。

○情報公開制度の実施事業

　　市政運営の公開性の向上を図るために情報公開制度を実施しており、

　公文書の開示請求が213件、開示申出が5件あった｡

○個人情報保護制度の実施事業 円

　　市民の基本的人権の擁護を図るために個人情報保護制度を実施してお

　り、自己情報の開示請求が22件あった。

　　　個人情報保護審査会　1回  

　　　個人情報保護審議会　2回　　

○条例･規則等

  04目 広報費　　　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

58,788,586円

○「広報みしま」広報事業 円

　　毎月1日･15日に発行(1･5･8･12月は1日号のみ)、年間20回。

　　　印刷製本費 円

　　　配布手数料 円

○市民カレンダー広報事業 円

　　発行部数は45,900部、1カ月につき3枠の広告欄を設け、令和5年版で

　は162万円の広告収入を得た。

決　算　額

12,848,165

36,073,127

2,884,000 53,861,586

(単位　　円) 

そ の 他
決　算　額

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

2,645,368

16 109 13 138

123,070 12,725,095

45

58,788,586 2,043,000

国・県支出金 市 債

16,545,200

52

19,188,350

300,784

7

42 4

新　設 改　正

331,498

140,000

120,498

条 例

31 7

26,686

3 36 2

そ の 他 の 規 程

41

規 則 6

そ の 他

特　　定　　財　　源

計

(単位　　円) 

(単位　　件) 

合 計

廃　止

120,652

区 分
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○コミュニティＦＭ広報事業 円

　　市政及び市に関連した行事等のお知らせを行った｡

　・委託

○公式ホームページ広報事業 円

　　アクセシビリティの向上等利用者に配慮したホームページ作りや、レ

　イアウトの調整、新デザインのページ作成のほか、職員向けの研修を実

　施した。

○有線テレビ広報事業 円

　　三島市からの情報を伝える番組｢みしま広報室｣について、コミュニティ

　チャンネルでの放映とYouTubeによる配信のための番組制作を委託した。

○みしまファンネット推進事業 円

　　YouTube広告の配信を行った。

　・主な事業

○ＩＣＴ活用デジタルライフ推進事業 円

　　市民が安心してスマートフォンを利用できるよう、｢三島スマホ安心

　アドバイザー｣による周知啓発活動を行ったほか、市内の公共施設等に

　整備したWi-Fiスポット(公衆無線LAN)の運用を行った。

　　　運用場所　市役所本館玄関ロビー、街中ほっとサロン、

　　　　　　　　保健センター、山中城跡売店

  05目 市民相談費

 

3,022,459円

○市民相談事業 円

　・相談の受付件数

(単位　　円) 

121,000

決　算　額

107,422 2,915,037

424

特　　定　　財　　源

16,000,000

【新型コロナ感染症臨時交付金関連】
新型コロナウイルス感染症関連情報の発信
･30秒スポットCM
 月20本
･番組表掲載
･動画制作及びAR掲載

1,034

有線テレビ広報委託

事　業　名 事　業　費

｢みしま広報室｣番組制作
 月～金曜日 15分番組 1日4回

(単位　　円) 

(単位　　件) 
弁護士による
市民法律相談

1,732

問い合わせ
フォーム

405,638

コミュニティＦＭ
広報事業委託

14,000,000

･インフォメーション(3分間)
 月～木曜日1日3回、金曜日1日4回、
 土曜日1日2回、日曜日1日1回
･クローズアップ(5分間)
 月･水･金曜日1日2回、土･日曜日1日1回
･30秒スポットCM
 月82本

事　業　概　要

事　業　概　要

YouTube動画配信広告料

事　業　名

500,000

事　業　費

3,022,459

新型コロナウイルス
感染症情報発信業務委託

2,000,000

(単位　　円) 

令和2年度に制作した動画コンテンツについ
て、YouTube広告を配信
･配信期間:令和4年11月3日～11月13日
･配信エリア:東京都、神奈川県、
　　　　　  千葉県、埼玉県、台湾
･広告による視聴回数:199,149回

2,314,290

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

3,335

事　業　概　要

司法書士による
相続･登記相談

宅建協会による
市民不動産相談

合計

130 15

一般相談
(電話･窓口)

1,705,100

そ の 他

(単位　　円) 

2,310,000

579,600

事　業　名 事　業　費

合　　計 16,000,000
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・一般相談、法律相談の内訳

 

○市民広聴事業 円

　・市民、自治会からの要望等受付件数

　・市民意識調査

　　　対　　象　三島市在住の満18歳以上の2,000人

　　　抽出方法　単純無作為抽出

　　　調査方法　郵送調査、インターネット調査

　　　調査期間　令和4年5月12日～31日　

　　　有効回答　1,161人(うち、インターネット回答371人･回答率58.1％)

　 　 テ ー マ　居住環境、市の取り組みの満足度、各種計画の指標に

　　　　　　 　 関する項目、幸福感、健康など

  06目 財政管理費

5,416,010円

○新地方公会計制度推進事業

　・統一基準財務書類作成等業務委託 円

　　国が示した統一的な基準による財務書類の作成等を行うことにより、

　　本市全体の資産や債務を適切に把握するとともに、令和3年度財務諸

　　表及び令和3年度固定資産台帳の公表を市ホームページで行った。

  08目 財産管理費

9,934,484円

法　律
相　談

5,416,010

市 債

合計

29

48

424

離 婚 9

6

不 動 産 関 係 51

44 158

61

12

(単位　　円) 

6

286

相 続 ･ 贈 与 ･ 遺 言 63

金 銭 貸 借

国・県支出金 市 債 そ の 他

婚 姻

13

21

(単位　　円) 

一 般 財 源
国・県支出金

契 約

55

親 子 関 係 10 5

3

1,034

1,126,937

一般投書 要望書 声のポスト 提案フォーム

そ の 他 331 68

損 害 賠 償

17 15

1 7

332

(単位　　件) 

福 祉 関 係 76

6

市 業 務

一　般
相　談

93

1

00

　　　　　　　　　　種別
内容

決　算　額

47

53

借 地 ･ 借 家 11

合 計

26

戸 籍 関 係

相 隣 関 係

26

親 族 3

家 庭 内 問 題 29 8

労 働

9,934,484 2,100,000 1,772,405 6,062,079

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

決　算　額
特　　定　　財　　源

そ の 他

5,416,010

3,630,000

(単位　　件) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○財産管理事業 円

　　普通財産について、草刈業務を行うなど適正な財産管理に努めるとと

　もに、未利用となっている廃道水路敷等を売却したほか、緊急避難路に

　指定されている押切町内会集会所敷地内の階段が老朽化により危険な状

　態であったことから、安全を確保するために改修工事を実施した。

　・主な委託

　・工事

≪令和3年度繰越明許費≫

　・北上小学校代替地測量分筆等業務委託 円

　　委託

○普通財産の処分状況

・処分した普通財産

・処分した普通財産(財産区等)

○新庁舎建設事業 円

　　令和13年度の供用開始を目指すなか、事業の骨格となる基本構想の策

　定を進めるとともに、市民ワークショップや新庁舎整備検討委員会を開

　催した。また、新庁舎整備の検討材料とするため、施設の統廃合や複合

　化により生じる跡地等の有効活用策について、スマートフォンのGPS機

　能等から取得したビッグデータを用いて人の回遊行動をシミュレーショ

　ンし分析･検証することで、まちなかの新たな賑わい創出に寄与すると

　考えられるため、令和5年度にかけてスマート･プランニング業務を進め

　た。

　・委託

川原ケ谷
財産区持

原野

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

新庁舎建設基本構想
策定支援業務委託
(R4-R5債務負担行為)

233.61 廃水路敷

雑種地等

面　積 売払金額 備考

　(単位  ㎡、円) 

807.00

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

1,007.01 29,322,420

地目

合　　　計

(単位  ㎡、円) 

4,560,215

事　業　概　要

押切公民館階段通路新設
工事

2,904,000
谷田押切地内階段改修
工事施工延長15.54m

1,500,000

921,000

事　業　概　要

測量等業務委託 1,500,000
徳倉地内北上小学校代替地
土地測量及び土地分筆登記等　1件

用途廃止
財産

701,395

市有地草刈･支障木伐採等
　草刈業務　3,140㎡×2回　ほか

3,346,300

事　業　名 事　業　費

(単位　　円) 

[10,676,600]
3,200,000

新庁舎整備に関し、基本構想を策定す
るために必要な調査･資料作成等の支援
並びに、ワークショップ及び新庁舎整
備検討委員会の運営支援等

宅地 200.01 28,401,420
土地開発
基金用地

(単位　　円) 

事　業　名 事　業　費

種別
三島市川原ケ谷
字山田山1284番843
ほか4筆

土地

三島市中央町
1486番7 土地

廃道路敷

10,929,574

宅地等

571.66

地目 面　積 売払金額 備考

27.99

宅地等 310.06 5,667,964

728,200

合　　　計

(単位　　円) 

樹木等管理委託

債務負担行為設定事業については、上段［　］全体事業費、下段本年度事業費

(単位　　円) 

5,272,276

所在地 種別

三島市本町1726番18
ほか3筆 土地

三島市中島15番4
ほか1筆 土地

三島市文教町一丁目
3171番11　ほか6筆 土地

所在地
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  09目 企画費　　　　 

130,144,099円

○総合計画推進事業 円

　　令和4年度から令和7年度を計画期間とする三島市行政改革推進プラン

　の初年度として、計画の推進及び進捗管理を行った。また、行政改革市

　民懇話会において進捗状況の報告、意見交換を行った。

　　　三島市行政改革市民懇話会　1回開催　委員11名

○平和都市推進事業 円

　　8月を｢平和都市推進月間｣と位置付け、広島市平和祈念式中学生派遣、

　パネル展、サイレン吹鳴、懸垂幕の掲示等を実施した。

○三島市総合戦略推進事業 円

　　｢住むなら三島･総合戦略｣の進捗管理及び｢新型コロナウイルス感染症

　対応地方創生臨時交付金｣を活用した事業の効果検証を実施した。

　　　三島市まち･ひと･しごと創生推進会議　1回開催　委員19名　

○公共施設保全計画運用事業 円

　・構造体耐久性調査業務委託 円

　　施設の維持管理の方向性を定める指標とするため、鉄筋の腐食やコン

　　クリートの中性化などから、構造躯体の劣化状況を把握することによ

　　り、建物の残存耐用年数を求める調査を、東小学校や市民体育館など

　　を対象に実施した。　

　　　実施施設　10施設

　・公共施設包括管理事業

　　専門的な知見を有する者の統一的な視点によって、施設の維持管理水

　　準の向上や業務の効率化、将来的なコストの低減を図ることを目的に、

　　建物系の85施設における保守点検等の委託業務や小破修繕業務を一元

　　化し、包括管理事業者に一括委託するため、公募型プロポーザル方式

　　により優先交渉事業者の選定を行い、令和5年度から5年間の業務を実

　　施するための契約締結を行った。また、当該対象施設の樹木等につい

　　て、倒木によるリスク管理、景観の保全や火災予防等の観点から、業

　　務移行を円滑にするため、剪定及び伐採を行った。

○地域戦略事業 円

　・産官学連携事業

　　国立遺伝学研究所の研究や活動を市民に広く知ってもらうため、各種

　　講座を開催した。

　　　夏休み子ども遺伝学講座　1回　　参加者　39人

　　　遺伝学講座･みしま　2講座　　 　参加者　86人

　・関係人口創出事業

　　交流の場や機会の提供により、関係人口を創出し、地域内外の人材を

　　巻き込んだ地域づくりを推進するため、eスポーツの競技大会を開催

　　した。

　　　オンラインイベント運営支援業務委託 円

　　　モンスターストライクMISHIMA e-Sports Exhibition　1回

　　　　参加者　31組62人

　・ワーケーション推進事業 円

　　テレワークによる移住定住を促進するため、観光庁のワーケーション

　　推進事業のモデル実証事業としてKDDIアジャイル開発センター(株)と

　　共同で、合宿型ワーケーションを実施した。

　　　ワーケーション推進事業業務委託 円

　　　　トライアルプログラム　3回　　参加者　計25人

514,977

13,882,235

決　算　額

279,350

54,275,696

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

8,896,403

5,940,000

1,199,995

2,217,599

(単位　　円) 

130,144,099 66,972,000

市 債

475,248

93,560

362,337

そ の 他国・県支出金
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○移住・定住促進事業 円

　　人口減少対策として首都圏からの移住定住を促進するため、オンライ

　ンや対面による移住相談やイベントを開催した。

　　　移住相談(イベントでの相談を含む)　153件

　　　まちなか案内ツアー　1回　　参加者　5組14人

○土地政策推進事業 円

　・玉沢地区測量分筆登記業務委託 円

　　玉沢地区の事業用地について、追加で実施が必要となった境界確定図

　　作成業務等を行った。

　・玉沢地区地質調査業務委託 円

　　ふじのくにフロンティア推進区域に指定され、企業誘致を目指してい

　　る玉沢地区において、盛土造成されている事業用地の安全性を確認す

　　るため、地質調査を行った。

　・大場地区まちづくり基本調査業務委託 円

　　大場地区において、組合施行による土地区画整理事業実施の検討を支

　　援するため、基本構想の作成や個別面談による地権者意向調査、企業

　　ヒアリング等を行った。

≪令和3年度繰越明許費≫

　・玉沢地区測量分筆登記業務委託 円

　　玉沢地区の事業用地について、復元測量、境界標設置及び分筆登記等

　　を行った。

○スマート市役所推進事業 円

　　市民からの問い合わせに自動応答するAIサービスの提供のほか、業務

　を効率化するRPAやAI-OCR、テレワーク用端末が利用できる環境を整備

　した。また、データに基づく政策立案(EBPM)を推進するために、職員の

　分析能力の向上を図る研修を開催するなど、デジタルを活用した市民

　サービスの向上や業務改善を推進した。

　・主な委託

　・異動受付支援システム使用料 円

　【新型コロナ感染症臨時交付金関連】

　　異動受付支援システムを利用することで、市民課等の窓口で異動手続

　　きにおける待機時間削減や手書き負担軽減などの市民サービス向上を

　　図った。

　・ビジネスチャットツール使用料 円

　　職員間での情報共有の効率化や意思決定スピードの向上を図るため、

　　ビジネスチャットツールを導入した。

　　　ライセンス数　650アカウント

3,190,000

295,486

17,847,760

2,494,800

1,012,000

57,271,473

1,276,200

6,391,000

(単位　　円) 

事　業　費 事　業　概　要

RPA導入支援等業務委託 1,298,000
定型業務自動化ソフトウェアロボット
(RPA)を動作させるためのシナリオを作
成

EBPM支援データ分析基盤
業務委託

1,650,000
庁内データ活用に向けたデータ整備に
関する調査やデータ利活用等に関する
操作研修を実施

窓口業務デジタル化
端末等増築業務委託

6,800,000

水環境デジタル監視業務
委託

22,500,000

【新型コロナ感染症臨時交付金関連】
市内河川等から水位などのデータを収
集し、AIによる水位予測など急激な増
水に対する危機管理体制を強化

窓口業務デジタル化構築
業務委託

16,984,000

【新型コロナ感染症臨時交付金関連】
住民異動届などの手続きについて、来
庁者の書類記載等に係る負担軽減を図
る異動受付支援システムを導入

1,397,000
【新型コロナ感染症臨時交付金関連】
市民課等に導入した異動受付支援シス
テムの機器等の増設

合　　　計 43,829,000

事　業　名
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・庁内テレワーク環境サービス利用料 円

　　ワークライフバランスの実現や業務効率化を図るため、テレワーク端

　　末を利用し自宅等でも自席同様の事務作業を行うことができる環境を

　　確保し、働き方改革に取り組んだ。

　　　テレワーク端末数　10台

○新幹線ひかり号三島駅停車本数増加要望事業

　　新幹線三島駅を利用する地域住民の利便性向上と地域活性化を目的に、

　三島市を含む近隣市町(10市町)、商工会議所･商工会(10団体)が、近隣

　の事業所等(22団体)の賛同を得る中で、新幹線の三島駅停車本数の増加

　についてJR東海に要望を行った。

　　　要望回数　1回

○広域行政

○国・県支出金を伴う事業費補助金　 円

　・移住就業支援補助金 円

　　テレワーク等で従前の仕事を続けながら首都圏から移住した方を支援

　　した。

　　　補助件数　29件(単身世帯60万円、2人以上の世帯100万円、18歳未

　　　　　　　 　　　満の者1人につき30万円を加算)　　

　・結婚新生活支援補助金 円

　　婚姻に伴う経済的負担を軽減するため、新婚世帯の新生活スタートに

　　係る費用を支援した。

　　　補助件数　32件(39歳以下の夫婦:最大30万円、29歳以下の夫婦:最

　　　　　　　　　　 大60万円)　　

○ 市単独事業費補助金

　・奨学金返還支援事業補助金 円

　　本市出身者のUターン移住を促進するため、大学等を卒業後、市内の

　　中小企業等に就業しながら奨学金を返還する方を支援した。

　　　 補助件数　7件(上限12万円/年　最長5年間まで)

  10目 国際交流推進費

8,983,513円

首長会議  1回
幹事会　 23回

(単位　　円) 

駿豆線沿線地域活
性化協議会(3市1
町･1社)

伊豆箱根鉄道駿豆線沿線の自治体と伊豆箱根
鉄道㈱が連携し、沿線地域の活性化や交流･定
住人口の増加を目的に、各部会で各種事業を
実施した。

協議会　  2回
観光部会  4回
防災部会  2回
防犯部会  2回

サンフロント21懇
話会(市町会員11
市9町)

伊豆半島7市6町首
長会議(13市町)

駿豆地区広域行政
連絡会(5市3町)

5,508,894

総会　　  1回
幹事会　  3回

特　　定　　財　　源

富士山南東スマー
トフロンティア推
進協議会(2市1町)

首長会議  2回
幹事会　  3回

連絡会　  2回

回 数

御殿場線の利活用及び沿線地域の振興･発展を
推進し、利便性の向上を図るため、要望活動
や各種事業を実施した。

県東部地域の行政･産業･医療･法曹等各分野で
活躍している人々が集まり、リーダーの視点
から東部全体の調和や発展について協議を
行った。

三島市、裾野市、長泉町が連携し、県の｢ふじ
のくにフロンティア推進エリア｣の認定を受
け、先進技術や官民連携による地域課題の解
決に向けて協議を行った。

一 般 財 源
国・県支出金

決　算　額

8,983,513

26,200,000

8,144,000

34,344,000

3,474,619

3,080,220

伊豆半島ジオパークの発信をより効果的に行
うとともに、伊豆半島内の市町に共通する
様々な行政課題の解決のため協議を行った。

会 議 名

806,000

内　　容

総会 　   1回
全体会　  1回
分科会　  3回

地域の振興･発展を目的に、駿豆地区の広域連
携方策等に関する意見交換などを行った。

御殿場線利活用推
進協議会(5市5町)

市 債 そ の 他

-36-



費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○外国籍市民相談事業 円

　・外国籍市民の支援

　・多文化共生講座の開催 円

　　外国籍市民向けに交通マナー講座を開催した。

○市単独事業費補助金

　・国際交流協会補助金 円

　　市民と行政が協働して国際交流事業を推進するため、外国の人々との

　　友好親善をテーマに、幅広い交流、教育･文化事業、広報活動等を実

　　施している三島市国際交流協会を支援した。

　11目 男女共同参画費

488,739円

○男女共同参画推進事業     円

　　｢三島市男女共同参画プラン(みしまアクションプラン・パート４)｣に

　基づき、あらゆる分野で誰もが活躍でき、多様性を尊重し自分らしく生

　き、ともに支え合い安心して暮らせるまちを目指すことを基本目標に、

　各種事業を実施した。

　・男女共同参画プラン推進会議　2回

　・男女共同参画推進セミナー　　1回　参加者35人

　・性の多様性理解促進セミナー　1回　参加者29人

　・生理の貧困対策(生理用品の配布)

　　市内中学校に設置したほか、市内3施設にて相談に応じて配布した。

　　　配布件数　6件

  13目 検査管理費

261,053円

○委託検査実施状況 (単位　　件) 

○工事請負契約締結件数及び工事検査実施状況(課別)

決　算　額
特　　定　　財　　源

488,739

公 共 財 産 保 全 課

1 0

工事請負契約
締結件数

一 般 財 源
国・県支出金

1,782,000

一 般 財 源

1 14

延べ相談件数 相談者数 対応言語

調査等建設関連業務委託検査件数

完成検査

1,728,985

相談内容

外国籍市民
相談窓口業務

工事検査件数

22 13

1

12

市 債

             項目
　課別

農 政 課

9

40

17

2 71

そ の 他

287,907 200,832

11

488,739

都 市 整 備 課

決　算　額
特　　定　　財　　源

(単位　　円) 

完成検査 出来形部分検査 中間検査

1,003件 881人

8

1 20

1

261,053

出来形部分検査 中間検査

12

29

19 15

27 20

2

国・県支出金 市 債 そ の 他

下 水 道 課

水 道 課

水 と 緑 の 課

1

2 2

合　　　　計

生 活 排 水 対 策 室

ポルトガル語、
スペイン語、
英語、中国語、
その他(翻訳機)

入管手続、雇用･労
働、社会保険･年
金、税金、医療など

5,000

土 木 課

261,053

(単位　　件) 

(単位　　円) 

1

125 90
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○工事検査業種別成績評定点

施工体制 点

施工状況 点

点

工事特性 点

創意工夫 点

社会性等 点

合　　計 点

○優良工事表彰

　　市が発注した建設工事の受注者の、建設技術と意欲の向上を図るとと

　もに、建設工事の品質の向上及び適正な施工の推進に資することを目的

　に、令和3年度に完成した優良工事16件を表彰し、受注者及び工事に従

　事した技術者に表彰状を授与した。

  14目 情報管理費

35,800,441円

○事務事業のＯＡ化事業 円

　  各種業務システムの安定稼働と庁内ネットワーク(MIS)を活用したペー

　パーレス化や業務の効率化を図った。

　・インターネット接続料 円

　・文字同定作業委託 円

　・資産管理システム機器リース料 円

　・ゼンリン住宅地図システム使用料 円

○電子申請運営事業 円

　　市独自の電子申請サービスの運用のほか、国のマイナポータルからの

　申請データを基幹業務システム側に取り込む申請管理システムを構築し、

　迅速で正確な業務処理につなげた。

　・申請管理システム構築業務委託 円

　・電子申請システム使用料 円

　　　申請実績　784手続き　38,899件

○地方公共団体情報セキュリティ強化事業 円

　　二要素認証等によるセキュリティ対策を引き続き行った。二要素認証

　については機器の更新を行った。

○各種団体への負担金 円

　・静岡県自治体情報セキュリティクラウド運用保守負担金

円

33.6

土木一式 2,500万円以上 13 78.6

1,188,000

12,832,160

5.72,500万円以上

6

75.0管

5.2

100.0

4,617,210

9,126,928

一 般 財 源決　算　額
そ の 他

580,536

2,252,748

35,800,441

7,429,634

16 75.3

77.3

77.0

工事成績の配点基準

土木一式

特　　定　　財　　源

7.3建築一式

5

4

  500万円未満

2,500万円未満

7.4

土木一式
  500万円以上
2,500万円未満

28

5,189,928

1,830,840

全体 76.5

市 債

3,300,000

10,835,000

業種 工事件数 平均点

出来形･出来ばえ

75.33

75.7

電気

90

(単位　件、点) 

2 73.5

建築一式

(単位　　円) 

13 76.4

その他

国・県支出金

8,717,000 27,083,441

水道施設

40.8

-38-



費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・中間サーバー・プラットフォームＡＳＰサービス利用交付金

円

　　マイナンバー制度導入に伴い、各地方公共団体が情報連携などに利用

　　する中間サーバー･プラットフォームの運用保守に係る経費として、

　　地方公共団体情報システム機構に交付金を支出した。

　15目 市民活動推進費

5,552,198円

○市民活動推進事業　 円

　　地域におけるNPOやボランティア活動を推進するため、三島市民活動

　センターの会議室や印刷機等を提供するとともに、市ホームページや

　メールマガジンによって、活動団体ヘの情報の提供を行った。

　　　利用登録団体数　427団体

　　　市民活動センター利用者数　11,306人、会議室利用件数　1,607件

　　  メールマガジン発行回数　48回、配信先　360件　

  16目 地域振興費　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

33,680,189円

○自治会活動推進事業 円

　　各自治会の代表者に地区委員を委嘱し、市と地域住民が円滑な相互協

　力を行うことにより、市民生活の利便性の向上及び効率的な行政運営を

　図った。

　・地区委員報償金　　　 円

　　地区委員1人につき35,000円と地区世帯数(1世帯につき160円)に応じ

　　た報償金を支給した。

　　　地区委員　142人

○地域づくり市民会議事業 円

　　地域づくりに｢Well-being(ウエルビーイング)｣の視点を取り入れるた

　めの講演会を開催したほか、市民会議において共に考える機会を創出し

　た。

　・ウエルビーイング推進業務委託　　　　　 円

　　｢地域の幸せ｣とは何かということについて理解を深め、考える機会と

　　するため、講演会を開催した。

　　　講演会参加者　130人

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

市 債

決　算　額
特　　定　　財　　源

11,454,734

国・県支出金 市 債

(単位　　円) 

279,706 5,272,492

4,100,000 2,500,000 22,568,189

5,552,198

そ の 他

国・県支出金

【新型コロナ感染症臨時交付金関連】
自治会･町内会における地区集会所への
Wi-Fiの整備に要する経費を支援
　交付団体 多呂自治会ほか9件

合　計 10,143,000

3,937,000

決　算　額

一 般 財 源

363,000

527,186

10,143,000

11,375,280

5,552,198

そ の 他

(単位　　円) 

33,680,189 4,512,000

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

(単位　　円) 

補 助 金 名 事 業 費 事 業 概 要

地区集会所新設補助金 9,500,000
自治会･町内会における地区集会所の建
設に要する経費を支援
　交付団体 富士見台自治会

地区集会所Wi-Fi環境
整備費補助金

643,000
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独事業費補助金 円

○その他各種補助金

　・コミュニティづくり設備等整備補助金 円

　　　コミュニティ活動備品等　萩町内会

  17目 防犯対策費

49,250,993円

○市民防犯意識啓発事業 円

　・防犯情報の提供

　　広報みしまや同報無線、ボイス･キュー等を通じて各種防犯情報を提

　　供したほか、3月10日の三島市犯罪ゼロの日には防犯行動を呼びかけ、

　　意識啓発と注意喚起を図った。

　・防犯教室･防犯講座の実施

　　小学校や幼稚園等で不審者から身を守るための防犯教室を実施した。

　　　全49回、参加者5,880人

　・新入学児童への防犯ブザーの配布

　　　配布数合計　880個

　・青色回転灯防犯パトロール

　　青色回転灯を搭載したパトロール車により、市内全域のパトロールを

　　行い、街頭犯罪の抑止に努めたほか、青色回転灯防犯パトロール講習

　　会を実施した。

　・犯罪被害者等支援事業

　　犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び早期回復を図るため支援を行っ

　　た。また、図書館での特設展の設置や広報みしま等での啓発活動を実　

　　施した。

　　　見舞金の支給　1件

4,736,000

178,000

1,500,000

2,295,940

事 業 費

小学校区単位で地域住民が会議を開催
し、情報共有や課題の話し合い等を行
う、地域コミュニティ協議会の活動に
要する経費を支援
　交付校区 東小学校区、西小学校区

自治会連合会が実施する事業に要する
経費を支援

自治会、町内会に対する地区集会所の
新設･修繕･備品購入･耐震補強等に要す
る経費を支援
　交付団体 東大場町内会ほか9件

自治会、町内会に対する山車･山車小屋
の新造、修繕に要する経費を支援
　山車修繕 加屋町自治会

地域づくり事業費
補助金

9,055,269

49,250,993 2,634,000

そ の 他

地区集会所施設整備
補助金

市 債

9,055,269

自治会活動における事故により怪我や
財物の損壊が起きた時に備える保険に
自治会が加入する際、その保険料の約
1/2を支援
　交付団体 124自治会

事 業 概 要補 助 金 名

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

46,616,993

1,034,775

合　計

2,500,000

三島市自治会連合会
補助金

自治会活動保険補助金

(単位　　円) 

(単位　　円) 

山車新造資金等補助金

345,329
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○防犯灯維持管理事業 円

　　防犯灯の効率の良い整備･維持管理を行うことで、夜間の歩行者の安

　全確保を図った。

　　　新設16基、移設6基、撤去5基、修繕29基

　　　令和5年3月31日時点　管理総数　7,250基

　・防犯灯管理システム維持管理業務委託 円

　　防犯灯及びカーブミラー設備に新設･移設等の変更が生じた場合に、

　　データを更新することで、管理システムを最新の状態に維持した。ま

　　た、カーブミラーについては、位置情報データ等の追加を行った。

　・LED防犯灯の使用料

　

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・防犯灯維持管理補助金 円

　【新型コロナ感染症臨時交付金関連】

　　長引く新型コロナウイルス感染症の影響に加え、電気代の高騰が商店

　　会の経営をさらに圧迫している状況を鑑み、市内14商店会が管理する

　　防犯灯の電気料金について、補助率を通常の1/3から2/3に上乗せして

　　支援した。

○市単独事業費補助金

　・地域防犯活動事業費補助金 円

　　地域が一体となった防犯体制の構築を図るため、地区安全会議のうち、

　　活動費の生じた団体について、その活動費の一部を支援した。

　　　交付団体　7団体

　　　　徳倉小学校区安全会議、錦田小学校区地域安全会議、

　　　　中郷小学校区安全会議、東小学校区安全会議、

　　　　向山小学校区安全会議、山田小学校区地域安全会議、

　　　　南小学校区安全会議

  18目 財政調整基金積立

　　　 金

866,035,733円

○積立金の状況

　19目 庁舎建設基金積立

　　　 金

102,016,029円

○積立金の状況

16,029 102,000,000

令 和 ３ 年 度 末
基 金 現 在 高

令 和 ４ 年 度
積 立 額

令 和 ４ 年 度
運用利子による積立額

令 和 ４ 年 度
取 崩 額

令 和 ４ 年 度 末
基 金 現 在 高

1,386,517,267 102,000,000 16,029

市 債
決　算　額

特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

866,035,733 866,000,000

防犯灯LED照明リース料
(H28-R7債務負担行為)

[162,648,000]
16,264,800

令 和 ４ 年 度
積 立 額

1,488,533,296

令 和 ４ 年 度
運用利子による積立額

令 和 ４ 年 度
取 崩 額

令 和 ４ 年 度 末
基 金 現 在 高

事　業　概　要

35,733

令 和 ３ 年 度 末
基 金 現 在 高

決　算　額
特　　定　　財　　源

1,682,703,416 866,000,000 35,733

(単位　　円) 

0

国・県支出金 そ の 他

102,016,029

一 般 財 源

(単位　　円) 

562,278

2,634,000

市内全域に設置した防犯灯のリー
ス料

債務負担行為設定事業については、上段［　］全体事業費、下段本年度事業費

(単位　　円) 

(単位　　円) 

41,225,940

869,000

466,000,000 2,082,739,149

(単位　　円) 

事　業　名 事　業　費
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 徴税費

  02目 賦課費

107,131,705円

○市税の課税状況(現年度課税分)

　

　　

 

○納税義務者の状況

　※市民税･軽自動車税　課税状況調基準日現在の数、固定資産税　年度当初調定件数

○人口・世帯・納税義務者別の課税状況

　※人口･世帯　 住民基本台帳各年1月1日現在

　　個人市民税　課税状況調基準日現在の調定額、固定資産税　年度当初調定額

○税務証明書の発行件数

(本庁、中郷･北上市民サービスコーナー、コンビニの合計値、発行件数は無料発行数を含む)

○固定資産評価審査委員会審査申出件数

　　　0件  (令和3年度　0件)

○固定資産税課税資料整備事業 円

　・土地家屋現況図経年異動データ更新業務委託　 円

　・標準宅地不動産鑑定評価業務委託　 円

　・固定資産税土地評価資料分析業務委託　 円

　・家屋評価システム機器使用料 円

　・地理情報システム機器使用料 円

　・家屋課税情報管理システム機器等使用料 円

5,824,600 101,307,105

29,641,700

141,189 164,737

個人市民税 63,798 138,633

2,876社 標準税率適用 2,813社

固定資産税

都 市 計 画 税 1,327,433,000

(単位　件、円) 

証明の種類 発行件数

軽 自 動 車 税 290,886,000 291,952,200 275,333,600

市 た ば こ 税 550,724,000 647,242,903 616,085,742

市 民 税 7,836,170,000 7,967,720,684 7,810,475,599

固 定 資 産 税
( 交 付 金 を 含 む )

2,018,000

公図･閲覧等

区　　分

491

51,829,448

147,400

納税関係

137,541 120,312

4,063 603,600

合　計 19,806 5,824,600

人口

手数料収入

超過税率適用

税 目
令　和　４　年　度

予　算　額

調 定 額

令和４年度 令和３年度

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

107,131,705

固定資産税 67,807 147,307

10,307,000

当たり 1人当たり

軽自動車税 37,386台 37,406台

(単位　　円) 

313社

標準税率適用

7,034,866,397

42,701件 42,529件

令和３年度

人口 1世帯 納税義務者

7,357,530,000 7,373,678,569

令和４年度

121,996 62,586

令和３年度

302社 超過税率適用

令和４年度

171,869 64,246

4,431,240

市
民
税

個　　人 56,662人 56,728人

法　　人

3,178社 3,126社

市民税関係 10,297 3,055,600

固定資産税関係 4,955

(単位　　円) 

3,916,000

2,286,108

1,247,400

1,328,947,379 1,296,850,971

合 計 17,362,743,000 17,609,541,735 17,033,612,309

区　　　分

1世帯 納税義務者

1人当たり 当たり 1人当たり 1人当たり
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○各種団体への負担金 円

　・地方公共団体情報システム機構負担金 円

　　軽自動車税(種別割)のグリーン化特例等に係る車検証情報の提供に対

　　し、負担金を支出した。

　・地方税共同機構負担金 円

　　市税の賦課業務の電子化に係るシステム運営のため負担金を支出した。

　・静岡地方税滞納整理機構負担金 円

　　軽自動車税申告書処理事務及び税務研修事務に係る負担金を支出した。

  03目 徴収費

92,529,079円

○収納状況

 

○年度別不納欠損額

○納税相談及び納税窓口

　　平日開庁時間内に来庁が困難な納税者に対し、夜間納税相談窓口を月

　2回、休日納税相談窓口を月1回開設し、収納率の向上に努めた。

5,211,103 32.73

計 1,343,299,000

456 1,015

固定資産税
都市計画税

                    年度
   区分

98.28

現年分 1,327,433,000 1,328,947,379

軽自動車税

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度

17,536,114,860

43,546,139 30.98

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

区　分

現年分 290,886,000

5,180,558 2,704,372

178

290,276,787

合　計

現年分 17,609,541,735

8,449,922 16,639,395

件 数 786

計 7,909,995,000 8,108,302,246 7,969,175,390

4,792,559 12,699,110

7,357,530,000

件 数 498 331 838

法 人
金 額 561,248 719,093 229,100

件 数

62 85

軽自動車税
金 額 559,847 233,898 454,898

件 数 105 47 87

金 額

17,614,708,135 98.64

293,062,000

個 人
金 額 7,082,379

市たばこ税

1,344,869,617 1,329,613,350 98.87

(単位　円、件) 

31.60178,089,000 248,717,561

1,324,402,247 99.66

滞繰分 15,866,000 15,922,238

現年分

100.00

0 0

計 7,443,751,000 7,459,872,400 7,376,773,582 98.89

86,221,000 86,193,831固定資産税

現年分

297,972,130 291,902,910

計 550,725,000 647,242,903 647,242,903

都市計画税

合 計
金 額 13,384,032

550,724,000 647,242,903

5 16 5

計
金 額 7,643,627 5,511,652 12,928,210

17,362,743,000 99.58

291,952,200 99.43

滞繰分 2,176,000 6,019,930 1,626,123 27.01

計

843

税　　目

647,242,903 100.00

滞繰分 1,000

99.66

滞繰分

予　算　額

7,836,170,000

市

民

税

3,256,287

件 数

―

件 数

市 民 税

現年分 7,967,720,684 7,925,629,251 99.47

滞繰分

調　定　額 収 入 済 額

97.96

(単位　円、％) 

1,623,050

286,929

3,797,745

5,938,824

503 347

7,373,678,569 7,348,563,672

3,100 92,525,979

計 17,540,832,000 17,858,259,296

73,825,000 140,581,562

収納率

滞繰分 78,593,275

28,209,910 32.73

92,529,079
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・夜間休日納税相談

○収税特別対策事業 円

　・嘱託徴収員による催告業務

現地調査件数

継続確認通知、解約予告等文書催告発送件数

納付計画入力件数

電話催告件数

○滞納整理回収事業 円

　　納税意識の希薄な滞納者に対して、財産調査の強化による債権差押、

　捜索による動産差押など、適切な滞納整理を行った。

　・インターネット公売の実施状況

　　官公庁を対象としたインターネットオークションを利用して、公売を

　　実施した。

　　参加回数、落札金額等

○コンビニエンスストア等収納代行事業

　　令和4年4月から既存のスマートフォン決済に｢auPAY｣、｢d払い｣、｢J-

　Coin」による納付サービスを追加した。

　・コンビニエンスストア等収納代行業務委託 円

(取扱件数)

○地方税共通納税システム収納業務

　・地方税共通納税システム運営業務委託 円

　　取扱件数　市県民税(特別徴収)　　6,970件

　　　　　　　法人市民税　　　　　　　735件

○預金調査電子化業務

　・預金調査電子化業務委託 円

　　取扱件数(国保会計分含む)　　66金融機関　8,420件

○静岡地方税滞納整理機構

　・移管件数　　20件

　・負担金 円 (一般会計1,498,000円、国保会計1,498,000円)

201

23

1

21

20,192

1,076 5,375 44,257

5,957,184

(単位　　円) 

コンビニ モバイルレジ
モバイルレジ
クレジット

スマートフォン

決済アプリ

94

合　計

1,128,600

607,310

2,996,000

軽 自 動 車 税

10,449 91,30378,512合　計 644 1,698

82 256 2,208 22,738

19

40

1,483

合　　　　計

16

2

29

合　計

電　話

0

3,897

37,457 349固 定 資 産 税 ・ 都 市 計 画 税

0

0

合   計

20,863 213 366 2,866

2,803,173

24,308

1回

118

1,255

1,041

税　目

市 県 民 税 ( 普 通 徴 収 )

1件

13,829,852

(単位　　件) 

区　　　分 件数

19

68

夜間相談

0

区   分

(単位　　件) 

107

7

1交渉進展無

来庁約束

分納誓約

納付約束

一部納付

完　納

滞
納
者
と
接
触

00

0

休日相談

108

48

落札金額落札件数出品件数参加回数

13,500円1件
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・徴収金 円 (令和4年度中の収納額)

(内訳)

 03項 戸籍住民基本台帳

      費

  01目 戸籍住民基本台帳

　　　 費

213,512,396円 ○戸籍関係

　・本籍数及び本籍人口

　　　本籍数 件

　　　本籍人口 人 ※令和5年3月31日現在

　・届出事件数

○住民基本台帳関係

　・住民基本台帳人口及び世帯数(日本人)

　　　人　口 人

　　　世帯数 世帯 ※令和5年3月31日現在

　・届出事件数

○住民基本台帳外国人関係

　・外国人人口(令和5年3月31日現在)  

○証明等交付枚数

※住民関係のうち閲覧の件数は714件(有料576 無料138)

合　　計 862 11,052,674 6,220 5,748,500 16,807,394

税　　目 件数 本税 督促手数料 延滞金 合　　計

市 県 民 税 154 2,495,106 300 2,149,400

国民健康保険税 686 8,468,768 5,820 3,580,100 12,054,688

22

(単位　件、円) 

19,00088,800 100

0 0 0 0

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

0

(単位　　枚) 

合 計

人 口 205

住基ネット住民関係

0

0 0 0 0

新戸籍
編  製

戸籍全部
消    除

決　算　額

47,257,982

一 般 財 源

(単位　　件) 

11,988

104,808

出 生

104,716 120,897

0 462

他課証明(市民課収納分) 30 0 30

広域戸籍関係 1,006 1,147

ブ ラ ジ ル そ の 他

842

合　計

ベトナム

28 993

合　　　計

死 亡 婚 姻 離 婚 転 籍 その他 合　計

213,512,396

そ の 他

43,996

広域住民関係 99 232

死 亡 転 出

1,465 1,393 3,523

戸籍
異動

国外
転出

変 更

16,807,394

30,130,050 136,124,364

105,349

107,900

48,429

身分証明 965

軽 自 動 車 税

市 債

中 国 フィリピン

2,933

韓 国 ･ 朝 鮮

4,644,806

法 人 市 民 税

印鑑登録証交付 3,103 4 3,107

印鑑証明

26,672 11,635 38,307

住民関係 45,496

276 468 560 4,826 711 820

(単位　　円) 

2,153

1,727 953

331

広域印鑑証明 62 164 226

16,181

206

0 23

転 入 転 居

個人番号カード再交付

462

特　　定　　財　　源

127 491 1,391

名　　称 計

戸籍関係

(単位　　件) 
職権
消除

193 337 35

(単位　　人) 

1,151572 3,319

26,592 38 26,630

49,161

出 生

23

国 籍

0

自動車臨時運行許可

206

国・県支出金

220 203 145

有　料　分 無料･公用分
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○コンビニ交付サービス事業 円

　　コンビニエンスストア等における証明書の自動交付サービスを行った。

　また、マイナンバーカードの普及や、各種証明発行手数料を減額したこ

　とにより、交付枚数が増加した。

　・交付枚数

　　　住民票の写し　7,734枚　印鑑登録証明書　5,298枚

　　　戸籍証明書　　1,647枚　戸籍の附票の写し  160枚

○ワンストップ窓口推進事業 円

　　フロアマネージャーを配置し、来庁者への案内や申請書･届出書の記

　載補助を行うとともに、窓口番号発券受付システムによる窓口混雑の解

　消を図った。　

○マイナンバーカード普及事業 円

    マイナンバーカードを申請した住民に対し、厳格な本人確認のうえ交

　付を行った。(令和5年3月31日現在 交付枚数　73,667枚)

　・コンビニ交付システム改修 円

　【新型コロナ感染症臨時交付金関連】

　　コロナ禍における物価高騰に直面する生活者の、各種証明書発行申請

　　に係る経済的負担軽減を図るため、コンビニエンスストアでの各種証

　　明書発行手数料を減額するためのシステム改修を行った。

　・マイナンバーカード手続サポート業務委託 円

    住民が行うマイナンバーカード交付手続等をサポートするため、問合

　　せ対応、カード交付申請補助、マイナポイント申込補助等を行った。

≪令和3年度繰越明許費≫

　・住民基本台帳システム改修業務委託 円

　　マイナンバーカード所有者の転出･転入手続のワンストップ化に伴う

　　システム改修を行った。

○令和4年度繰越明許費

　・戸籍情報システム用機器整備事業

　　戸籍情報システムの改修について、全国規模での改修作業のため、請

　　負業者による作業日程の調整がされた結果、年度内の完了が見込めな

　　いため、繰越明許とした。

　　　　繰越額　961,000円

 04項 選挙費

  03目 参議院議員選挙費

30,320,491円

○参議院議員選挙執行事業 円

　　公示　令和4年6月22日　選挙期日　令和4年7月10日

　　参議院議員通常選挙を執行した。(投票率54.84％)

　・期日前投票所投票状況 (単位　人、％) 

567,111

一 般 財 源

3日間 4.95

開設場所 投票者数 投票率

市 債 そ の 他

2,773,248

40,634,579

220,000

15,650,052

日清プラザ･イトー
ヨーカドー三島店

7月7日～9日

12.7417日間6月23日～7月9日

開設期間

11,594

(単位　　円) 

15,796,911

29,753,380

決　算　額
特　　定　　財　　源

4,508

30,320,491

6,600,000

国・県支出金

大社町別館

11,675,763
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  04目 県議会議員選挙費

4,984,643円

○県議会議員選挙執行事業 円

　　告示　令和5年3月31日　選挙期日　令和5年4月9日　定数　2人

　　静岡県三島市県議会議員選挙の執行準備を行った。

  05目 市長選挙費

24,968,842円

○市長選挙執行事業 円

　　告示　令和4年12月11日　選挙期日　令和4年12月18日

　　三島市長選挙を執行した。(投票率44.97％)

　・期日前投票所投票状況 (単位　人、％) 

  06目 市議会議員選挙費

5,530,002円

○市議会議員選挙執行事業 円

　　告示　令和5年4月16日　選挙期日　令和5年4月23日　定数　22人

　　三島市議会議員選挙の執行準備を行った。

 05項 統計調査費

  02目 基幹統計調査費

1,953,333円

○基幹統計調査事業   円

　・就業構造基本調査

　　就業構造を詳細に明らかにし、行政における雇用、経済政策等の基礎

　　資料を得ること等を目的として、就業･不就業の状態調査を行った。

　・その他の基幹統計調査

　　学校基本調査、住宅･土地統計調査準備調査

 06項 監査委員費

  01目 監査委員費

36,138,206円

開設場所

4,984,643 0

投票者数 投票率

7.77

36,138,206

12月15日～17日

12月12日～17日

4,382

開設期間

397,579

6,977

3日間

そ の 他

5,530,002

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

4.88

一 般 財 源
国・県支出金 市 債

12,544,670

(単位　　円) 

日清プラザ･イトー
ヨーカドー三島店

大社町別館

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

そ の 他

1,953,333 1,953,333 0

4,984,643

特　　定　　財　　源

4,765,832

36,138,206

24,968,842

(単位　　円) 

決　算　額

一 般 財 源

一 般 財 源
国・県支出金

5,530,002

そ の 他

国・県支出金

決　算　額

6日間

国・県支出金 市 債

5,530,002

決　算　額
市 債 そ の 他

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

24,968,842

特　　定　　財　　源

(単位　　円) 

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

そ の 他市 債
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○例月出納検査･定期監査･決算審査の状況

 

 07項 諸費

  01目 交通安全対策費

224,440,003円

○駐輪対策事業 円

　・自転車等駐車場管理指導業務委託 円

　　三島駅北口、南口、広小路の3カ所の有料自転車等駐車場の管理運営

　　を三島市シルバー人材センターに委託した。

　・放置自転車撤去作業業務委託 円

　　駐輪街頭指導を実施するとともに、放置禁止区域における放置自転車

　　の撤去を実施し、放置自転車の一掃に努めた｡

○交通安全施設整備事業 円

　　　カーブミラー設置 基

　　　カーブミラー補修･撤去 基 (うち撤去　7基)

　　　カーブミラー管理総数 基 (令和5年3月31日現在)

○交通安全教育指導事業 円

　　交通事故防止と交通安全意識の高揚を図るため、交通ルールの遵守や

　マナー向上について、街頭広報や交通安全用品の配布などの啓発活動を

　実施した。

　　　新入学児童への黄色いヘルメットの配布　850個

○交通対策事業 円

　・公共交通事業者緊急支援事業　　 円

　【新型コロナ感染症臨時交付金関連】

　　新型コロナウイルス感染症により利用者が減少し、さらに燃料高騰の

　　影響を受ける中、感染症予防に努めながら運行を行った公共交通事業

　　者に報償金を支給した。

　　　交付事業者　12事業者

決 算 審 査
5月中旬から
8月下旬

一般会計、特別会計、基金の運用状況、
公営企業会計(水道事業、下水道事業)

健全化判断
比率等審査

7月下旬から
8月下旬

5,624,381

58

そ の 他国・県支出金

142,753,685

2,307

実　施　期　間

81,201,484

7,800,000

一 般 財 源
市 債

40,735,318

40,735,318

定 期 監 査

9月下旬から
10月中旬

5月上旬から
6月下旬

三島ゆうすい会、
みしまジュニアスポーツアカデミー実行委員会

決　算　額

監 　　 査  　　対  　　象

特　　定　　財　　源

財政援助団体等
監査

(単位　　円) 

224,440,003 33,151,000

9

29,349,657

25,610,000

2,547,442

一般会計、特別会計、基金の運用状況、
公営企業会計(水道事業、下水道事業)

健全化判断比率、資金不足比率

3,823,620

財政経営部

監 査 の 種 類

例月出納検査 毎月1回

10月下旬から
11月中旬

健康推進部

11月下旬から
12月中旬

環境市民部

1月下旬から
2月上旬

計画まちづくり部
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・自主運行バス運行委託 円

　　路線バスの廃止代替や、公共交通の空白地区を解消し、地域の公共施

　　設等への生活の足を確保するために、事業者と委託契約を結び、バス

　　の自主運行を実施した。令和4年4月から花のまち号の運行を、11月か

　　らは山田･小沢線の実証運行を開始した。

　　

※デマンド型…事前予約型乗合タクシー

　・バス停留所交換等業務委託 円

　　令和4年11月1日からの新規路線や、令和5年4月からの経路･ダイヤの

　　変更に対応するため、バス停の交換等を実施した。

　・工事

○高齢者運転免許返納支援事業 円

　　高齢者による交通事故の発生を防止するため、運転免許証の返納を促

　し、返納者に対してバス･タクシー･伊豆箱根鉄道駿豆線で利用できる助

　成券を交付した。

　　　交付人数　457人

　　　使用枚数　35,202枚　

○その他負担金

　・静岡県交通安全指導員設置費負担金 円

　　街頭指導及び広報活動、交通安全に関する講習会の開催等により、交

　　通道徳の向上と、交通事故防止を図るため、7人の交通安全指導員を

　　三島警察署に配置する費用を負担した。

　　　負担割合　　三島市　5人分　　函南町　2人分

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

　・自主運行バス車両購入事業費補助金 円

　　ふれあい号に使用しているジャンボタクシー車両の更新に係る経費の

　　一部を支援した。

　・路線バス地域間幹線系統維持事業費補助金 円

　　路線の運行を維持し、路線沿線住民の生活の足を確保するため、運行

　　事業者に対して、沿線自治体である三島市、裾野市、御殿場市で協調

　　し支援した。

12,669,884円

5,899,690円

山 田 ･ 小 沢 線

396,000

1,255,000

合計

利用者数

18,457人

26,889人

6,488,574円

玉 沢 線

き た う え 号

ふ れ あ い 号

花のまち号(バス)

花 の ま ち 号
( タ ク シ ー )

11,473人

28,502人

24,136人 12,359,083円

46,200円

委託料

45,499,361

29人

109,486人

稼働日数

365日

365日

365日

運行本数（/日）

9往復

7往復

5往復

平日:14本

8,035,930円

主要地方道三島裾野線バス
停留所設置工事

8,767,000
せせらぎ号の日清プラザ･ヨーカドーバ
ス停について、三島裾野線上にバスの
停車スペースを確保するための工事

3,588,400

1,651,000

13,216,728

1,148,400

45,499,361円

デマンド型

平日:6本 休日:13本

14日

(単位　　円) 

247日

365日

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独事業費補助金 円

　・循環バス運行事業費補助金 円

　　高齢者や自動車を運転しない市民の交通手段としてのバスの利用促進

　　と、公共施設や観光施設への交通の利便性確保及び中心市街地活性化

　　を図るため、循環バスを運行する事業者を支援した。

運行実績

　・生活交通バス路線維持補助金 円

　　バス事業者より県生活交通確保対策協議会に対して申し出のあった不

　　採算路線の存続について協議した結果、令和3年度運行分に係る経常

　　損益の欠損額の3/4を支援した。

　　　補助対象路線　4路線(夏梅木線、柳郷地線、伊豆佐野線、見晴台線）

  02目 諸費

394,809,963円

○三島市育英奨学金貸付事業 円

　　経済的理由により、修学に困難がある生徒･学生45人(令和4年度新規

　貸与大学生10人)に、学資の貸付を実施した。　

　・三島市育英奨学金貸付金 円

　　貸付金の状況

○各種団体への負担金（広報情報課）

　・三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算センター協議会負担金

円

　　行政事務の効率化及び住民サービスの向上等を目指して、伊豆市及び

　　伊豆の国市と共同運営をしている三島市、伊豆市及び伊豆の国市電算

　　センター協議会と協力し、各種業務を行った。

　　　機器の保守管理

　　　　各課に配置しているパソコンやプリンター等の端末の保守と管理

　　　電算機の処理･運用　

　　　　税の計算や住民への各種通知書、台帳作成等の処理、運用

　　　三島市庁内ネットワークの充実及び業務へのパソコン利用の推進

　　各部門の実施業務

201,305,065 18,228,000

住民記録、印鑑登録、戸籍事務、住基ネットワーク、
マイナンバーカード交付等

令 和 ４ 年 度
貸 付 額

令 和 ４ 年 度
回 収 額

令 和 ４ 年 度 末
貸 付 残 高
(令和４年度未収金含む)

市 民 課

44,128,106

(単位　　円) 

334,650,000

令 和 ３ 年 度 末
貸 付 残 高
(令和３年度未収金含む)

国民健康保険資格管理、国民年金資格管理、後期高齢者医療保険、
特定健診等

保 険 年 金 課

予防接種、各種健診、妊婦情報管理等

運行本数

せせらぎ号 40,450 5.5 110.8 365日

18,245,027

18,228,000

394,809,963

8本/日

28,509,100 191,023,965

32,113,304 362,696,659

(単位　　人) 

健 康 づ く り 課

21,600,000

　　　市街地循環バス　  せせらぎ号  2社

20本/日

なかざと号 10,446 365日

20,534,000

運行日数

そ の 他

3.6

　　　中郷地区循環バス　なかざと号  1社　

　 利用者数 1便平均 1日平均

主　　た　　る　　業　　務

28.6

利 用 部 門

国・県支出金 市 債
一 般 財 源

特　　定　　財　　源
決　算　額

(単位　　円) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

 

　・協議会の構成団体別負担金額と専任職員数

財務会計、起債管理、ふるさと納税管理、光熱水費支出管理、
契約管理、業者(実績)管理

財 政 課

放課後児童クラブ使用料

学 校 教 育 課 学齢簿、入学通知書

153,377,520 1

5

(単位　円、人) 

農業委員会事務局

危 機 管 理 課 被災者支援システム、災害管理

伊 豆 市 121,669,000 18.1%

会 計 課

発 達 支 援 課

受益者負担金管理、各種統計

図書館蔵書管理

公共財産保全課 電話料支出管理

給与計算、給与口座振込、統計、予算資料、人事管理等

子 育 て 支 援 課 児童手当、児童扶養手当、子ども医療費助成、母子家庭等医療費助成

定時登録名簿、永久選挙人名簿、有権者統計

397,923,000

身体障害者等施設入所者負担金、心身障害者扶養共済掛金、
重度心身障害者医療費助成管理、身体障害者手帳管理、
療育手帳管理、援護金支給管理、特別児童扶養手当

障 が い 福 祉 課

敬老の日名簿、介護予防･日常生活支援総合事業

介 護 保 険 課 介護保険(資格記録管理、受給者管理、保険料管理、給付管理等)

発達支援利用者管理

人 事 課

図 書 館

個人市民税、法人市民税、固定資産税、都市計画税、
軽自動車税の収納及び滞納管理、口座振替管理等

市営住宅使用料及び駐車場使用料管理

水道企業会計

スポーツ推進課

利 用 部 門 主　　た　　る　　業　　務

負 担 金 負 担 金 割 合 専 任 職 員 数

三 島 市

構 成 団 体

下 水 道 課

土 木 課

水 と 緑 の 課

広 報 情 報 課 公式ホームページ管理、庁内ネットワーク管理

子 ど も 保 育 課

生活保護、高齢者アンケート資料、災害時要援護者台帳、介護者手当、
老人ホーム入所者通知

100.0%

住 宅 政 策 課

伊 豆 の 国 市

合 計 672,969,520

福 祉 総 務 課

公共施設予約管理(市民文化会館)

墓園管理料

59.1% 3

保育園保育料、幼稚園保育料管理等

公共施設予約管理(体育施設)

1

農 政 課 農林土木積算システム

文 化 振 興 課

道路占用料、河川占用料、土木設計積算システム

農家台帳

水 道 課

地域包括ケア推進課

市 税 収 納 課

個人市民税、法人市民税、国民健康保険税、軽自動車税、
固定資産税、都市計画税、税証明発行、賦課調定資料等

課 税 課

成人式名簿、公共施設予約管理(市民生涯学習センター、公民館)、
補導員報酬

教 育 総 務 課

22.8%

生 涯 学 習 課

選 挙 管 理 委 員 会
事 務 局

財務会計、OCR歳入処理、債権債務者管理、備品管理
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